
の納付方法の多様化を図って利便 ６５歳以上の第１号被保険者及び認定を受けた第２号被保険者の資格・認定情報を適切に管理し、誰もが必
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 要に応じて介護サービスを十分に利用できるように、介護認定の申請から介護サービスの提供まで本人の状
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 況に応じたきめ細かな支援を図る。
毎月の６５歳到達者及び日常の転入、転出者、死亡者、転居者について、住民記録オンラインと連動を図り 随時介護保険証の発行、負担限度額認定証の発行、要介護等決定通知書の発行、負担割合証の発行　高齢者
介護保険事務処理システムにおいて適切な管理を実施し、介護保険証の発行を行うなど資格者漏れを防止す 支援台帳システムの管理
る。また、認定情報、受給実績情報をシステム管理、運営することにより適切な介護サービス提供を図るこ 当該年度 介護認定審査会システム過去履歴等のＰＤＦ化
とができる。 執行計画 高齢者支援台帳ｼｽﾃﾑ用機器設定（50台分）

(3)事業内容 内　　容 令和４年１月からの包括委託契約による介護認定審査会システム変更に伴い、現在のシステムに登録してあ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
る介護認定審査会の過去１０年分のデータを被保険者毎にＰＤＦ化を行う。 　
令和４年１月からの庁内ＩＣＴインフラとセキュリティのシステムの開始に伴い、高齢者支援台帳システム 当該年度第１号被保険者到達数 想定値 1,700当該年度
用機器の設定を行う。 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100 100

令和 4年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100

令和 5年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100

外国人登録者の資格取得の有無及び転入者の受給資格証明書の確認を、市民課と連携を図り適正に処理する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険事務運営費 25,757 介護保険事務運営費 19,862 介護保険事務運営費 19,862 介護保険事務運営費 19,862
会計年度任用職員 2,558 会計年度任用職員 1,989 会計年度任用職員 1,989 会計年度任用職員 1,989
2,558,000円×1.0×1人 1,988,931円×1.0×1人 1,988,931円×1.0×1人 1,988,931円×1.0×1人

＊ ＜★介護保険受給資格・管理運営★＞ ＜★介護保険受給資格・管理運営★＞ ＜★介護保険受給資格・管理運営★＞
介護認定審査会システム過去履歴等の 2,530 介護認定審査会システム過去履歴等の 2,530 介護認定審査会システム過去履歴等の 2,530
PDF提供作業業務委託 PDF提供作業業務委託 PDF提供作業業務委託

実施内容 ＊ 高齢者支援台帳ｼｽﾃﾑ用機器設定業務委 481 高齢者支援台帳ｼｽﾃﾑ用機器設定業務委 481 高齢者支援台帳ｼｽﾃﾑ用機器設定業務委 481
託(50台分) 託(50台分) 託(50台分)

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 28,315 合　　計 24,862 合　　計 24,862 合　　計 24,862
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △660 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 28,975 ■特会 □受益 □基金 □その他 24,862 ■特会 □受益 □基金 □その他 24,862 ■特会 □受益 □基金 □その他 24,862
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,090 6,230 6,230 6,230

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 2,558 2,558
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 34,405 31,092 31,092 31,092
(11)単位費用

20.24千円／人 18.29千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者が年々増加の一途をたどっている中で、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるように、要介護高齢者に ○①事前確認での想定どおり
対する介護サービスの適切な提供の最も基本となる資格管理、認定情報管理を適切に把握しておく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,092 3,313
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

9.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.32

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 540 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険受給資格・管理運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 31,092 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料



法の多様化を図って利便 支援や介護を必要とする者が、介護保険サービスの利用をスムーズに行えるよう、要介護認定申請から2週
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 間以内を目途に訪問調査を実施します。また、申請からサービス利用に至るまでの流れについて、被保険者
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と の個々の状況にあわせた情報提供・アドバイスを行います。
新規及び区分変更申請者に対し、市の認定調査員が居宅や病院・施設などに赴き介護認定調査を実施する。 介護保険申請に関する相談対応。新規・区分変更・更新申請者に対する認定調査の実施および主治医意見書
また、認定期間満了が近づいた者には満了のお知らせ（満了の約85日前）し、介護支援専門員を通じた更新 作成の依頼・授受。新規調査においては、申請から14日以内に認定調査を実施。更新調査は、認定期間満了
手続きの推奨により、調査（更新調査の半数は民間へ委託）・認定にスムーズにつなげていく。なお、要介 当該年度 月の前月初旬に調査委託先事業所への割振りを実施(市調査分および市内外居宅支援事業所委託分)。主治医
護認定の適正化に向け、市内居宅介護支援事業所所属の調査員に対し、研修会への参加、eラーニングシス 執行計画 意見書未着や審査会開催日等の理由で申請から30日以内に認定結果の通知できない方に延期通知書を送付（

(3)事業内容 内　　容 テムの積極的な利用を勧奨する他、個別指導等により、調査票記載や調査のあり方等について学習を進めて 合わせて意見書作成状況の確認・再依頼を実施）。調委委託事業者を対象とした研修会・ｅランニングの案
いく。増加する認定申請への対応として、調査業務委託や調査員の育成と合わせ、ICTの導入（タブレット 内、個別指導の実施。訪問調査モバイルシステムの導入。
型端末を用いた調査）により、国が定める申請日から30日以内の認定に向け、14日以内の調査実施に努めて 認定者総数7000人　　申請総件数7200件（延べ） 想定値 7,200当該年度
いく（新規・区分変更認定調査は市が行うとの国の定めあり）。 単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合 ％ 75 75

令和 4年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合 ％ 75

令和 5年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合 ％ 75

1.意見書依頼先が定まらない（主治医がいない）ことや医療機関側の体制等の理由から、主治医意見書作成依頼から14日以内で
(7)事業実施上の課題と対応 の授受が難しくなっている。医療機関や福祉施設との連携により、申請及び調査時期の適正化を図り、増加する認定申請には、 代替案検討 ○有 ●無

新規調査員の育成、ICTの導入で対応していく。２．認定調査に係る事務全般のスリム化を図っていく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護認定調査費 41,906 介護認定調査費 45,150 介護認定調査費 45,150 介護認定調査費 45,150
会計年度任用職員（認定調査員） 45,975 会計年度任用職員（認定調査員） 57,897 会計年度任用職員（認定調査員） 57,897 会計年度任用職員（認定調査員） 57,897
（12名） （15名） （15人） （15人）
会計年度任用職員（認定事務） 6,794 ＊ 会計年度任用職員（認定事務） 6,759 会計年度任用職員（認定事務） 6,759 会計年度任用職員（認定事務） 6,759
（3名） （3名） （3名） （3名）
臨時認定調査員 13 研修旅費 15 研修旅費 15 研修旅費 15

実施内容 (31年度分・雇用保険） (7名） (7名） (7名）
臨時事務補佐員 8 システム保守 1,752 システム保守 1,752

(8)施行事項
費　　用 (31年度分・雇用保険）

＊ 会計年度任用職員報酬（認定調査員） 1,154 ＜★介護認定調査★＞
＊ 会計年度任用職員費用弁償（　〃　） 62 タブレット型端末（5年保証）15台 1,707

（3名・9月補正） タブレット型端末付属品15台分 458
事務用品購入（9月補正） 電源キャビネット（1台） 262

＊ タブレット型端末12台 2,838 プリンター（1台） 88
＊ 電源キャビネット1台 94 訪問調査モバイルソフト等 1,249

システム導入・作業 10,340
システム保守（1～3月分） 438

予算(決算)額 合　　計 98,844 合　　計 124,363 合　　計 111,573 合　　計 111,573
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 98,844 ■特会 □受益 □基金 □その他 124,363 ■特会 □受益 □基金 □その他 111,573 □特会 □受益 □基金 □その他 111,573
換算人数(人) 1.19 1.19 1.18 0
正職員人件費 10,353 10,591 10,502 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 52,650 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 109,197 134,954 122,075 111,573
(11)単位費用

18.83千円／件 18.74千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が急激に進む中で、要介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した ○①事前確認での想定どおり
日常生活を営むことができるように支援する必要がある。そのために、個々の必要な介護サービスを提供利用することに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ より在宅生活を継続させることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 土日対応可能な民間事業所へ認定調査業務委託により、平日 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、就労のある家族の調査への立ち合い希望に対応できている ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 75 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 134,954 △25,757
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△23.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.06

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 543 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護認定調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 134,954 千円 (うち人件費 10,591 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方



用で 誰もが、制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が我
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 が事として参画し、人と人、人と資源が分野を超えて丸ごとつながることで、住民一人ひとりの暮らしや生
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 きがい、地域をともに作っていく地域共生社会の実現を目指す。
少子高齢化が進展し、生活様式や家族機能は大きく変化している。そんな中、これまで家族が担ってきたさ 〇第１層協議体（市全体）及び第２層協議体（６地区）の会議体運営
さえあいの機能は低下していくと考えられる。弱体化しつつある地縁、血縁といった機能を補完し、新たな 〇生活支援サービスを実施する団体の意見交換の場である地域ささえあい交流会の開催
ささえあいの仕組みを、地域の特性に合わせて構築していく必要がある。地域の中で見えてきた福祉課題や 当該年度 〇市内の社会資源をまとめた情報冊子「高齢者のための日常生活困ったときガイド」のICT化。
、相談支援の中から見えてきた制度の縦割り、支援の隙間を埋めるため、専門職だけでなく、地域住民やNP 執行計画 〇＜政策＞高齢者支援課内に生活支援コーディネーターを１名配置し、地域全体で支え合う相談支援の仕組

(3)事業内容 内　　容 O、企業や市民活動等、地域を構成するあらゆる主体が連携し、議論を行う。そのための場として、市全域 みである「包括的支援体制」の整備に向けて、各種相談窓口と第１層・第２層の協議体及び地域の見守りネ
を対象とした第１層協議体及び中学校圏域ごとに第２層協議体を設置している。さらに、地域ニーズと社会 ットワークの連携を強化する。
資源のマッチングや、地域課題を解決するためのネットワーク化を図るために、生活支援コーディネーター 協議体会議の開催回数（第１層　第２層） 想定値 57当該年度
を配置し、地域住民と相談機関、市民団体と企業などの橋渡し役を担っていく。また地域のライフライン事 単位 回

活動結果指標 実績値業者や新聞、郵便、宅配業者等と連携した見守りネットワークの組織化を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業による第１層及び第２層協議体による会議開催 回 19 21
回数

令和 4年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業による第１層及び第２層協議体による会議開催 回 27
回数

令和 5年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業による第１層及び第２層協議体による会議開催 回 33
回数

地域の福祉課題解決に向けてのささえあいの仕組みづくりを推進する第１層及び第２層協議体の仕組みと、相談支援の中で、地
(7)事業実施上の課題と対応 域の福祉課題を把握している高齢者なんでも相談室をはじめとした各種相談支援窓口との連携が不十分であり、連携体制の見直 代替案検討 ○有 ●無

しと強化が必要である。。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活支援体制整備事業委託料　第1層分 872 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 673 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 875 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 700
（1箇所） （1箇所） （1箇所）
生活支援体制整備事業委託料　第2層分 525 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 624 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 624 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 624
（5箇所） （6箇所） （6箇所）

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 105
（1箇所） ＊ 高齢者支援台帳システム設置委託料 86

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,502 合　　計 1,383 合　　計 1,499 合　　計 1,324
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 578 補助率 38.5 ％ 532 補助率 38.5 ％ 577 補助率 0 ％ 510
県支出金 補助率 19.25 ％ 289 補助率 19.25 ％ 266 補助率 19.25 ％ 288 補助率 0 ％ 255
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 290 267 289 254

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 345 ■特会 □受益 □基金 □その他 318 ■特会 □受益 □基金 □その他 345 ■特会 □受益 □基金 □その他 305
換算人数(人) 0.3 1.3 2.3 2.3
正職員人件費 2,610 11,570 20,470 20,470

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,112 12,953 21,969 21,794
(11)単位費用

72.14千円／回 227.25千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化が進み、生活様式や家族機能が変化する中、地縁・血縁によるささえあい機能は低下していくと考えられる。 ○①事前確認での想定どおり
それらを補完する仕組みを地域で構築していくことが求められる。また、制度の縦割りによる相談支援の隙間・狭間に陥 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る相談者も多く、介護保険をはじめとした公的なサービスだけでなく、地域の見守り活動や地域住民による生活支援サー ○要
   背景は？(事業の必要性) ビスなど、地域によるささえあいの仕組みを強化していく必要がある。さらに、高齢者等が地域のささえあい活動に参加 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

することによる介護予防の効果も期待できるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 住民による自主的な活動を支援する仕組みであるため、事業 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り を進めるうえで、住民と一緒に議論しながら設計している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ゴミ問題やフードロス問題等さまざまな団体と連携しながら ○①想定どおり
□②生き物と共存している 実施している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19 21 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,953 △8,841
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△215

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.16

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2188 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 生活支援体制整備事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,953 千円 (うち人件費 11,570 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利



、身近 高齢者が身近な場所で健康づくりに参加できる環境を整えるとともに、フレイル状態にある高齢者について
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 は、適切な医療サービス等につなぐことで、疾病予防・重症化予防を図る。
展開方向

①KDBシステムを活用した地域の健康課題の分析、事業の企画・調整を行う。 ①KDBシステムを活用した地域の健康課題の分析を行う。
②KDBシステムから健康状態不明者を抽出し、状態把握を行うとともに、必要に応じて保健指導、医療の受 ②75歳以上の高齢者のうち、ＫＤＢシステムから健診未受診、医療機関未受診、介護サービス未利用の対象
診勧奨、介護サービス等の利用につなげていく。 当該年度 者を抽出し、健康状態を把握するためのアンケート調査を送付する。アンケートの回答状況により、介入が
③地域の通いの場に専門職が出向き、高齢者のフレイル状態を把握したうえで、健康栄養相談や健康教育を 執行計画 必要な人を把握し、必要に応じて保健指導、医療・介護サービス等の利用につなげる。

(3)事業内容 内　　容 行う。 ③通いの場に保健師等の専門職が出向き、フレイルに関する健康教育と、アンケートによる健康状態の把握
を行う。
健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 想定値 55当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 0 55

令和 4年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 60

令和 5年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 65

75歳以上の高齢者が増加していくことで、要支援・要介護認定を受ける高齢者の割合の増加が見込まれる。より多くの高齢者の
(7)事業実施上の課題と対応 健康状態を把握し、必要に応じ医療・介護サービス等へつなげることで、疾病予防・重症化予防を図っていく。 代替案検討 ●有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 保健指導用消耗品 151 保健指導用消耗品 93 保健指導用消耗品 93
＊ 事務用封筒　通知および返信用作成 8 事務用封筒　通知および返信用作成 8 事務用封筒　通知および返信用作成 8
＊ 通信運搬費 134 通信運搬費 337 通信運搬費 337
＊ 保健指導用備品（口腔機能測定機器） 98

＊ パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員 パート会計年度任用職員
＊ （保健師）1.0人 2,505 （保健師）1.0人 3,031 （保健師）1.0人 3,031

実施内容
＊ 高齢者支援台帳システム用機器設定

(8)施行事項
費　　用 業務委託 129

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 3,025 合　　計 3,469 合　　計 3,469
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 △5,597 △5,525 △5,525

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 8,622 □特会 □受益 □基金 ■その他 8,994 □特会 □受益 □基金 ■その他 8,994
換算人数(人) 0 1 1 1
正職員人件費 0 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 11,925 12,369 12,369
(11)単位費用

0千円／＊＊ 216.82千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者、その中でも特に75歳以上の高齢者については、複数の疾患や合併のみならず、加齢に伴う諸臓器の機能低下を基 ○①事前確認での想定どおり
盤としたフレイルやサルコペニア、認知症等の進行により個人差が大きくなり、多病、多剤処方の状態に陥るなど、健康 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 上の不安が大きくなる。こうした不安を取り除き、住み慣れた地域で自立した生活ができる期間の延伸、QOLの維持向上 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図るためには、高齢者の特性を踏まえた健康支援・相談を行う必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 55 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,925 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.46

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2281 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,925 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第8期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支援し


